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1. 本業務の全体像
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連系線確保量αの見直し業務の概要

連系線確保量αの見直し業務ではαを算定するツールを作成し、最新のデータに基づくαを

算定した

連系線確保量αの見直し

目的

2021 年4 月に取引が開始された三次調整力②（需給調整市場）の取引が開始され、制度設計専門会合において連

系線確保量αの値が定められたが、2021年度の実績を踏まえ、三次調整力②と時間前市場の両方の影響を考慮した上

で、あらためてαを精査し見直すことが必要である。

本業務では次年度以降の三次②向け連系線確保量αの設定に活用可能なツールの作成を通じて、貴委員会の業務の

効率化を目指す。

実施内容
1. 制度設計専門会合で定められた考え方を踏まえて、連系線確保量αの算定ツールを作成した。

2. 最新のデータに基づき連系線確保量αを算定した。

課題

① 制度設計専門会合で算定された連系線確保量βは、時間前市場に影響を与えない範囲で設定されていた。

② 制度設計専門会合で算定された数値は月毎に設定されていたが、より細かい粒度で設定することで便益を大きくでき

る可能性がある。

③ 制度設計専門会合で示された算定方法では調整力電源の全量を三次②に活用可能と想定されているが、実際には

調整力電源は市場に投入されているものもあるため、市場投入分を除いて三次②の広域調達のメリットを算出する必

要がある。

解決策

① 三次②の広域調達によるメリットと時間前市場分断のデメリットを定量化し、連系線確保量αを変動させた際の最適

値を算定した。

② 三次②の最適値を月ごとおよびブロックごとに算定した。

③ 調整力電源の発電計画値を入手し、調整力として活用可能な量を算定することでより精度の高い算定を行った。

アウトプット

• 連系線確保量α算定ツール（Excelファイル）

• α算定ツールの使用マニュアル（ワードファイル）

• ツールによる算定結果を踏まえた最新のαの設定案
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連系線確保量βの見直し業務の概要

連系線確保量βの見直し業務ではβを算定するツールを作成し、最新のデータに基づくβを

算定した

連系線確保量βの見直し

目的

2022 年4 月から取引が開始される三次調整力①は、実需給の前週火曜日に１週間分の取引が行われる。このため、広

域調達を行う場合は、スポット市場及び時間前市場と地域間連系線の競合が生じる。このβの設定は、三次調整力②の

αの設定と同様に、三次調整力①の広域調達によるコストメリットとスポット市場等の分断によるコストデメリットを経済評

価して決定することが基本となる。

本業務では次年度以降の三次①向け連系線確保量βの設定に活用可能なツールの作成を通じて、貴委員会の業務の

効率化を目指す。

実施内容
1. 制度設計専門会合で定められた考え方を踏まえて、連系線確保量βの算定ツールを作成した。

2. 最新のデータに基づき連系線確保量βを算定した。

課題

① 制度設計専門会合で算定された連系線確保量βは、2020年の諸元をもとに算定されており直近の電力需給状況を

反映できていなかった。

② 制度設計専門会合で示された算定方法では調整力電源の全量を三次①に活用可能と想定されているが、実際には

調整力電源は市場に投入されているものもあるため、市場投入分を除いて三次①の広域調達のメリットを算出する必

要がある。

解決策
① 入手可能な最新の実績データ（2022年4月～12月）をもとに連系線確保量βの算出を行った

② 調整力電源の発電計画値を入手し、調整力として活用可能な量を算定することでより精度の高い算定を行った。

アウトプット

• 連系線確保量β算定ツール（Excelファイル）

• β算定ツールの使用マニュアル（ワードファイル）

• ツールによる算定結果を踏まえた最新のβの設定案
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調整力関連データ集約ツールの作成業務の概要

調整力関連データを集約、分析するツールを作成することでより客観的に不正な入札行動

を抽出可能とし、監視業務の効率化を図る

調整力関連データの集約ツールの作成

目的

需給調整市場の監視においては、大きな支配力を有する事業者を特定するためには、日々の応札及び約定データを、事

業者別、ユニット別、エリア別など多方面で分析することが必要不可欠である。また、あるユニットに係る事業者の入札行動

は、需給調整市場にはとどまらずスポット市場、時間前市場など市場横断的に分析することが必要である。

需給調整市場の約定結果を視覚化し、問題がある事業者行動を抽出するツールの作成を通じて、貴委員会の監視業務

の効率化を目指す。

実施内容
各種市場取引及び調整力の運用データを集約し、エリア別、事業者別、ユニット別の需給調整市場における応札・約定

量、応札・約定価格の推移、全体像を把握し、問題がある事業者行動を抽出するツールを作成した。

課題

① 日毎での傾向のみでは、継続的高値／安値での入札により市場相場を変動させる行為を抽出できない。

② 入札価格は、スポット市場や時間前市場の約定価格により影響を受けるが、市場横断的に監視できていない。

③ スポット市場や時間前市場において売り惜しみ、需給調整市場で価格をつり上げる行為を抽出できない。

④ 入札、約定価格は、時期や時間帯によって変動するため、閾値を通年で一定の値に設定すると、異常な入札行動を
検知しにくい。

解決策

① 日毎の確認に加え、時系列での傾向分析による監視を行う。

② 他市場の約定価格との相関の有無を分析できるようにする。

③ 事業者毎・ユニット毎の入札量を市場横断的に把握し、売り惜しみ等（市場価格を変動させる行為）が行われたか
判定する。

④ 閾値は通年で一定の値とするのではなく、季節・月・ブロックなど時期に応じて設定する。

アウトプット

• 需給調整市場約定結果可視化ツール（応札・約定量、応札・約定価格の推移）（Excelファイル）

• 需給調整市場市場全体像可視化ツール（応札・約定量、応札・約定量の度数分布等）（Excelファイル）

• 上記ツールの使用マニュアル（Wordファイル）
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調整力関連データの価格分析ツール作成業務の概要

調整力関連データの価格分析ツール作成業務では、価格監視のための情報収集フォーマッ

ト、価格規律監視ツールを作成することで価格監視を簡易化することを目指す

調整力関連データの価格分析ツール作成

目的

需給調整市場では、全ての電源等を対象として価格監視を行うこととなる。需給調整市場ガイドラインで定められた価格

規律に基づき、逸失利益、限界費用、固定費回収額等が適切に計上されているか確認するためには、対象事業者が監

視当局の求めるデータを適時適切に提出可能な情報収集フォーマットを設計することが必要である。その上で、フォーマットに

より得られた回答を効率的に集約するツールをあわせ持つことで、効率的かつ的確な監視業務が成り立つ。

需給調整市場における事業者の入札行動を視覚化し、問題がある事業者行動を抽出するツールの作成を通じて、貴委員

会の監視業務の効率化を目指す。

実施内容
入札価格を構成する各種費用について事業者が回答するための事業者入力用情報収集フォーマットを作成している。また、

事業者回答を集約し、価格規律を満たさない入札を抽出する価格分析ツールを作成している。

課題
① 価格監視に必要な情報を適切に集約するための情報収集フォーマット、集約ツールがなかった。

② 入札件数が膨大であり、価格規律に準じた入札価格となっているか検証するのに時間を要する。

解決策
① 入札価格を構成する各種費用、算定根拠を回答する情報収集フォーマット、集約ツールを作成する。

② 価格分析ツールにて、価格規律を満たさない入札を機械的に抽出できるようにする。

アウトプット

• 事業者入力用情報収集フォーマット（Excelファイル）

• 需給調整市場参加事業者の全電源の価格分析ツール（Excelファイル）

• 上記ツール・フォーマットの使用マニュアル（Wordファイル）
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連系線確保量α算定ツール作成の背景

三次調整力②の調達時に、時間前市場向けに確保すべき連系線確保量αを算定する

ツールを作成した

連系線

容量
β

三次①

確保量

スポット

約定量

三次①

確保量

空容量

スポット

約定量

三次①

確保量

三次②

確保量

スポット

約定量

三次①

確保量

スポット

約定量

三次①

三次②

時間前

約定量

三次②

確保量

時間前

約定量

空容量 空容量

市場スケジュール
三次①

約定

スポット

約定

三次②

約定
時間前約定 実潮流

三次調整力②で使用する連系線容

量が増加すると、他エリアの安価な調

整力電源を活用できるため、調整力

電源の発電コストが削減される

時間前市場向け連系線確保量αが増加

すると、時間前市場において他エリアの安

価な電源が約定しやすくなり、卸電力市

場で取引される発電コストが削減される

前週水曜

15:00

前日

12:00

前日

15:00

前日17:00～

実需給1時間前

「調整力電源の発電コスト」と「卸電力市場で取引される電力の発電コスト」の

合計が最小となるαを算出するツールを作成した

本ツールの

分析対象

α

連系線確保量αの

見直し業務
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連系線確保量α算定ツールの全体像

算定ツールの作成に当たっては、制度設計専門会合で決められた考え方に基づき、

「三次②広域調達によるメリット」と「市場分断のデメリット」の差が最大となる点を求めた

2021年5月 第61回制度設計専門会合

資料4-1より抜粋

2021年度の実績データに基づき、連系線確保量αによる

「三次②広域調達によるメリット」と「市場分断によるデメリット」を

定量的に算出した。

上記2つの差分が最大となる点をαの最適値とした。

連系線

確保量

α

メリット

（円）

連系線確保量

αの最適値

差分

三次②費用削減

によるメリット

時間前市場分断

によるデメリット

デメリット

（円）

ーαの最適値の算定イメージー

ー制度設計専門会合で示されたα算定イメージー

連系線確保量αの

見直し業務
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算定ツールの計算ロジック（三次②広域調達によるメリット）

「三次②広域調達によるメリット」は、送電エリアから受電エリアへの送電可能量の増加に

よって生じる調整力コスト減少により算出した

調整力電源

発電計画値

調整力電源

V1単価

受電エリア

調整力（V1）単価（¥/kWh）

出
力

（
M

W
）

調整力（V1）単価（¥/kWh）

出
力

（
M

W
）

調整力必要量

送電エリア・受電エリアの調

整力提供可能量（定格出

力ー発電計画値）をV1単

価が小さい順に並べて調整

力カーブを作成する。

インプットデータ

送電エリアから連系線空容

量からαを差し引いた範囲で

受電エリアに送電し、受電エ

リアの広域調達時の調整

力カーブを作成する。

調整力

コストの

減少分

連系線空容量

出
力

（
M

W
）

調整力（V1）単価（¥/kWh）

三次②広域

調達による

メリット

送電エリアの調整力カーブか

ら、送電エリアの調整力必

要量（下図灰色部分）を

差し引いて、融通可能な調

整力を算定する（下図青

部分）。

受電エリアの調整力必要量

を満たすよう、調整力カーブ

から単価が小さい順に割り

当て、調整力調達コストを

算出し、広域調達によるコ

ストの減少分を「三次②広

域調達によるメリット」とする

送電エリア

受電エリア（広域調達時）

安い順に調整力に割り当て

連系線確保量αの

見直し業務
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算定ツールの計算ロジック（市場分断のデメリット）

時間前市場の約定量がαを超えた分は市場分断が発生すると仮定し、市場分断が生じた

際の価格増加の合計を「市場分断のデメリット」とした

◼ 時間前市場の約定結果から対

象連系線を通過する時間前約

定量、約定価格（約定量加重

平均）を算出する。

時間前市場

約定結果

連系線空容量

インプットデータ

時間前約定量
（対象連系線通過分）

受電エリア

平均約定価格

◼ αと時間前約定量を比較し、時間前

約定量がαを上回った量を分断量と

する

◼ 三次②による連系線利用量は上限

まで活用していると仮定する。

◼ 「分断量」と「分断が生じた

場合の価格差」を掛け合わ

せ「市場分断のデメリット」

とする。

分断量

市場分断の

デメリット

α 時間前

約定量

α

時間前

約定量

①時間前約定量≦αの場合

分断量＝０

②時間前約定量＞αの場合

分断量＝

時間前約定量-α

分断量

受電エリア

の当月

時間前

最高価格

受電エリア

プライス

連系線確保量αの

見直し業務
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連系線確保量α算定の前提条件

2021年4月～2022年3月のデータを使用し、連系線確保量α算定ツールの検証を行った

インプット項目 使用データの期間

全般
算定期間 2021/4/1~2022/3/31

連系線空容量 2021/4/1~2022/3/31

三次②への影響

三次調整力①の必要量 2021/4/1~2022/3/31

調整力供出可能量
2021/4/1~2022/3/31

(定格出力-発電計画値)

調整力電源のkWh単価 2021年4月月初の上げ出力単価*1

時間前市場への影響
時間前約定量

時間前約定価格
2021/4/1~2022/3/31

連系線確保量αの

見直し業務

*1 調整力電源のkWh単価は制度設計専門会合の算定方針（70回制度設計専門会合-資料4）と平仄を合わせ4月月初の値を用いることとした
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分析結果の傾向のまとめと得られる示唆

今後のα算定の精緻化に当たっては、ロジックの確認や偶発的事象の考慮、算定時間粒

度の最適化などが考えられる

分析結果の傾向 対象連系線（該当月） 今後のα算定・分析作業への示唆

特定の月にαの最適値が大きくなる傾向が

見られた

中部北陸間順方向（9～11月）

中部北陸間逆方向（8、12月）

北陸関西間順方向（8、12、1月）

関西四国間順方向（8、1~3月）

関西四国間逆方向（7~10、1~3月）

現状ではαは連系線・潮流方向ごとに通年で一定

の設定がされているが、今後のαの算定・設定に当

たっては「重負荷期（夏季・冬季）・軽負荷期

（春季・秋季）ごと」や「月ごと」など、より細かい

時間粒度で設定することで、より経済的な連系線

の運用が可能となる可能性がある

分析によって得られたαの最適値は、α実績

値よりも大きい傾向が見られた

東京中部間順方向

中部関西間逆方向

北陸関西間順方向

北陸関西間逆方向

関西中国間順方向

中国四国間順方向

中国四国間逆方向

中国九州間順方向

「三次②向け連系線確保量のうち三次②で約定

しない容量」が実際には時間前市場で活用可能

であるが、現状のモデルでは時間前市場で活用で

きないロジックとなっているため、αを過大に確保し

ている可能性がある。

2022年3月の分析結果として得られたαの

最適値が非常に大きい値となった

これは同月に発生した地震の影響が考えら

れる

東北東京間逆方向

地震や台風等により大規模発電所の損壊が生じ

ている場合、当該期間をαの算定モデルから除外

することで、偶発的事象の影響を排除できる可能

性がある

連系線確保量αの

見直し業務

α

三次②

不約定分

三次②

約定分

時間前

市場

不使用

三次②

時間前

市場

三次②

現状のモデル 実際の運用

時間前市場に活用できる容量が少ないため

αを過大に確保する必要がある
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3. 三次調整力①連系線確保量βの見直し

15
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連系線確保量β算定ツールの分析対象

三次調整力①の調達時に、スポット市場向けに確保すべき連系線確保量βを算定する

ツールを作成した

週間計画

連系線

空容量 β

三次①

確保量

スポット

約定量

三次①

確保量

空容量

スポット

約定量

三次①

確保量

三次②

確保量

スポット

約定量

三次①

確保量

スポット

約定量

三次①

三次②

時間前

約定量

三次②

確保量

時間前

約定量

空容量 空容量

市場スケジュール

三次①

約定

スポット

約定

三次②

約定
時間前約定 実潮流

三次調整力①で使用する連系線容

量が増加すると、他エリアの安価な調

整力電源を活用できるため、調整力

電源の発電コストが削減される

スポット市場向け連系線確保量βが増加

すると、スポット市場において他エリアの安

価な電源が約定しやすくなり、卸電力市

場で取引される発電コストが削減される

前週水曜

15:00

前日

12:00

前日

15:00

前日17:00～

実需給1時間前

α

本ツールの

分析対象

前週火曜

「調整力電源の発電コスト」と「卸電力市場で取引される電力の発電コスト」の合

計が最小となるβを算出するツールを作成した

連系線確保量βの

見直し業務
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制度設計専門会合で定められた連系線確保量β算出の考え方

算定ツールの作成に当たっては、制度設計専門会合で決められた考え方に基づき、

「三次①広域調達によるメリット」と「市場分断のデメリット」の差が最大となる点を求めた

2021年度・2022年度の実績データに基づき、連系線確保量βによる

「三次①広域調達によるメリット」と「市場分断によるデメリット」を定

量的に算出した。

上記2つの差分が最大となる点をβの最適値とした。

2022年2月 第70回制度設計専門会合

資料4より抜粋

連系線

確保量

β

メリット

（円）

連系線確保量

βの最適値

差分

三次①費用削減

によるメリット

スポット市場分断

によるデメリット

デメリット

（円）

ー制度設計専門会合で示されたβ算定イメージー

ーβの最適値の算定イメージー

連系線確保量βの

見直し業務
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算定ツールの計算ロジック（三次①広域調達によるメリット）

「三次①広域調達によるメリット」は、送電エリアから受電エリアへの送電可能量の増加に
よって生じる調整力コスト減少により算出した

調整力電源

発電計画値

調整力電源

V1単価

受電エリア

調整力（V1）単価（¥/kWh）

出
力

（
M

W
）

調整力（V1）単価（¥/kWh）

出
力

（
M

W
）

調整力必要量

送電エリア・受電エリアの調

整力提供可能量（定格出
力ー発電計画値）をV1単

価が小さい順に並べて調整
力カーブを作成する。

インプットデータ

送電エリアから連系線空容

量の範囲で受電エリアに送

電し、広域調達時の調整
力カーブを作成する（βを設

定する場合、空容量からβを

差し引く）。

調整力

コストの

減少分

連系線空容量

出
力

（
M

W
）

調整力（V1）単価（¥/kWh）

三次①広域

調達による

メリット

送電エリアの調整力カーブか

ら、送電エリアの調整力必

要量（下図灰色部分）を

差し引いて、融通可能な調

整力を算定する（下図青
部分）。

受電エリアの調整力必要量

を満たすよう、調整力カーブ

から単価が小さい順に割り

当て、調整力調達コストを

算出し、広域調達によるコ

ストの減少分を「三次①広
域調達によるメリット」とする

送電エリア

受電エリア（広域調達時）

安い順に調整力に割り当て

連系線確保量βの

見直し業務
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算定ツールの詳細計算ロジック（市場分断のデメリット）

スポット市場の約定量がβを超えた分は市場分断が発生すると仮定し、市場分断が生じた

際の価格増加の合計を「市場分断のデメリット」とした

◼ 前日断面での空容量から対象連

系線を通過するスポット約定量を

算出する

スポット市場

約定結果

インプットデータ

エリアプライス

◼ βとスポット約定量を比較し、スポット約

定量がβを上回った量を分断量とする

◼ 三次①による連系線利用量は上限ま

で活用していると仮定する。

◼ 「分断量」と「分断が生じ

た場合の価格差」を掛け

合わせ「市場分断のデメ

リット」とする。

分断量

受電エリア

の当月

スポット

最高価格

受電エリア

プライス

市場分断の

デメリット

β スポット

約定量

β

スポット

約定量

①スポット約定量≦βの場合

分断量＝０

②スポット約定量＞βの場合

分断量＝

スポット約定量-β

分断量
翌日空容量 スポット約定量

（対象連系線通過分）

再掲
連系線確保量βの

見直し業務
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連系線確保量α算定の前提条件

2022年4月～2022年9月のデータを使用し、連系線確保量β算定ツールの検証を行った

インプット項目 使用データの期間

全般
算定期間 2022/4/1~2022/9/30

連系線空容量 2022/4/1~2022/9/30

三次①への影響

三次調整力①の必要量 2022/4/1~2022/9/30

調整力供出可能量
2022/4/1~2022/9/30

(定格出力-発電計画値)

調整力電源のkWh単価 2021年4月月初の上げ出力単価*1

スポット市場への影響
約定量

約定価格
2022/4/1~2022/9/30

連系線確保量βの

見直し業務

*1 調整力電源のkWh単価は制度設計専門会合の算定方針（70回制度設計専門会合-資料4）と平仄を合わせ4月月初の値を用いることとした
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本ツールと制度設計専門会合の乖離要因分析

今後のβ算定作業に当たっては、インプットデータとして直近のデータを用いることが望ましい

算定結果の傾向 対象連系線 今後のβ算定・分析作業への示唆

• 本ツールで算定されたβは、β実績値と比較

して小さくなる傾向が見られた。

• この原因として、2022年のスポット市場約定

結果と2020年のスポット市場約定結果（β

実績値の算定根拠）の間で、分断コマの

増加等、市場の傾向が異なっていることが

原因と考えられる。

東京中部（順）

中部関西（順）

中国四国（順）

• 現状、2022年のβの設定に当たっては2020

年のスポット市場約定結果に基づいて設定

を行っている。

• 算定に用いるデータ期間と実需給の間の間

隔が大きくなるほど、算定結果が現実と乖

離してしまう可能性があるため、直近の約定

結果を使用してβの設定を行うことが望まし

いと考えられる。

連系線確保量βの

見直し業務
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三次調整力①の連系線使用量の妥当性確認

ツールで算定された三次①連系線使用量の上限と、実際の三次①約定量の間で乖離が

生じていないか確認した

週間計画

連系線

空容量

β

三次①

上限値

スポット

約定量

三次①

使用量

三次②

時間前

約定量

空容量

市場スケジュール

三次①

約定前
実潮流

算定ツールでは三次①上限値まで三次①で約定すると想定

している（約定しない場合βがその分大きくなるため）

空容量

三次①

約定量

三次①

約定後

不使用分

＝空容量

・・・

実際の約定量と比較して上限値が大きい場合、三次①の上

限を必要以上に確保している可能性がある

三次①の上限と、実際の約定量で乖離が生じている場合、βを過少算定する可能性がある

連系線確保量βの

見直し業務
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ツール算定結果と実際の約定量の乖離要因分析

ツールにより算定された三次①使用量上限と実際の三次①約定量の差異は、調整力コス

トが実際よりも低いために生じていると考えられる

ツール算定上の前提条件では、現実よりも三次①のコストが小さいために、

三次①をエリア間で融通することによるメリットを大きく算定している可能性がある

算定ツールの前提条件 乖離要因の仮説 今後の算定ツールの改善案

三次①に入札さ

れる調整力電源

の種類

• 三次①で使用可能な電源とし

て全ての調整力電源を使用して

いる。

• 実際の三次①の入札は実需給の

前週に実施されるため、需要の見

通しが不十分である。

• 事業者は安価な電源はスポット

市場・時間前市場向けに確保し、

限界費用の高い電源を三次①に

入札することが想定される。

• そのため実際には調整力費用が

高額になることが想定される。

• 事業者に三次①への入札判断基

準の聞き取りを行い、入札確度が

低い電源はツールにおいても除外

することで現実により即した算定

結果となる可能性がある。

水力発電の出力 • 水力発電の三次①使用可能

量を定格出力としている。

• 実際には水力発電は流量・貯水

池容量によるkWh制約が生じるこ

とがあるため、三次①への入札が

行われない可能性がある。

連系線確保量βの

見直し業務
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算定結果の傾向のまとめと今後の算定作業への示唆

算定結果を踏まえて、今後のβ算定の前提条件の改善を検討した

課題 算定結果の傾向 対象連系線 今後のβ算定・分析作業への示唆

算定ツール算定結果と

β実績値の乖離が大き

い

• 本ツールで算定されたβはβ実績値と比

較して小さくなる傾向が見られた。

• この原因として、2022年のスポット市場

約定結果と2020年のスポット市場約

定結果（β実績値の算定根拠）の間

で、分断コマの増加等、市場の傾向が

異なっていることが原因と考えられる。

東京中部（順）

中部関西（順）

中国四国（順）

• 現状、2022年のβの設定に当たっては

2020年のスポット市場約定結果に基づ

いて設定を行っている

• 算定に用いるデータ期間と実需給の間

の間隔が大きくなるほど、算定結果が現

実と乖離してしまう可能性がある。

• 実際に運用を行う際には直近の約定結

果を使用してβの設定を行うことが望まし

いと考えられる。

算定ツール算定結果と

実際の調整力使用量

の乖離が大きい

• ツール算定上の前提条件では、実際よ

りも三次①のコストが小さく、三次①の

融通効果を大きく算定している可能性

がある。

北陸関西（順）

中国四国（逆）

• 事業者ヒアリング等をもとに、三次①の

入札量等の前提条件の精緻化を実施

することが望ましい。

連系線確保量βの

見直し業務
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4. 調整力関連データの集約ツールの作成
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監視業務における本ツール活用のイメージ

本業務で作成する分析ツールは、現状実施している日々の監視に加え、中長期的に時系
列での傾向分析を行う際に活用することを想定している

分析

ΔkW、kWh市場約

定価格の時系列分

析

ブロック別のΔkW、

kWh市場約定価格

の時系列分析

アウト

プット

イン
プット

• 応札量、約定量の

時系列分析

• スポット市場、時

間前市場取引との

相関性分析

市場マクロ

分析

ブロック別分析

入札行動分析

情報提供
送配電網協議会、JEPXの公開情報

より市場データを入手

①日々の

監視

②時系列

分析

ブロック毎の価格監視

調整力関連データの価格分析ツールの作成

分析

需給調整ガイドラインに示された

価格規律に準じているか、また、

価格規律の上限に対してどの程

度の価格となっているか分析

不当な入札行動を抽出アウトプット

インプット

価格規律分析

情報提供

対象事業者、電源ユニット（前

プロセスで抽出）が情報収集

フォーマットへ入力し、貴委員会

へ提出

調整力関連データの集約ツールの作成

不当な入札行動が懸念される事業者や電源ユ
ニット

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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監視業務の課題と改善の方向性

異常な入札行動を検知しやすくするため、時系列分析や他市場との相関分析、閾値の設
定を行えるツールを作成する

現状 課題 監視業務での分析方法、改善点（案）

公開データで日毎に価格を確認している 日毎での傾向のみでは、継続的高値／安値での

入札により市場相場変動させる行為を抽出でき
ない

日毎の確認に加え、時系列での傾向分析による
監視を行う

入札価格は、スポット市場や時間前市場の約定

価格により影響を受けるが、市場横断的に監視
できていない

他市場の約定価格との相関の有無を分析できる
ようにする

需給調整市場における調達量（ブロック毎）を
日毎に確認している

スポット市場や時間前市場において売り惜しみ、

需給調整市場で価格をつり上げる行為を抽出で
きない

事業者毎・ユニット毎の入札量を市場横断的に

把握し、売り惜しみ等（市場価格を変動させる
行為）が行われたか判定する

約定価格がおよそ60円/kWを超えた場合に、事

業者に詳細情報を確認している
入札、約定価格は、時期や時間帯によって変動

するため、閾値を通年で一定の値に設定すると、
異常な入札行動を検知しにくい

閾値は通年で一定の値とするのではなく、季節・
月・ブロックなど時期に応じて設定する

• 現状：一定値（約60円/kW）

• 変更案：平均値＋xσ（x=2, 3, ・・・）

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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調整力関連データの集約・分析ツールの構成

調整力関連データの集約・分析ツールは、公開データ及び現在取得できる非公開データから
目的に応じて作成した

◼ 集約・分析ツールは以下の通り作成を行った。

✓ 直近の分析：「①日々の監視」を行うツールを作成した。

✓ 中長期の分析：「②時系列分析」で不正な取引を抽出し、「③傾向把握」を参考データを整理するツールという位置づけ

で作成した。

インプット 集約・分析ツール、内容、粒度

送配電網協議会

非公開データ

アウトプット

②

時系列分析

ΔkW、kWh市場約

定価格の時系列分

析

ブロック別のΔkW、

kWh市場約定価格

の時系列分析

• 応札量、約定量

の時系列分析

• スポット市場、時

間前市場取引と

の相関性分析

市場マクロ

分析

ブロック別分析

入札行動分析

送配電網協議会

公開データ

①

日々の監視
ブロック毎の価格監視 閾値を超えるブロックの特定日～週毎

日毎～年毎
エリア毎の約定価格から、閾値を超え

る取引を特定

ブロック毎

日毎～年毎

事業者・電源ユニットの傾向把握
③

傾向把握
事業者・電源ユニット別の約定価格、

量の度数分布

JEPX
公開データ

年毎

ブロック毎の約定価格から、閾値を超

える取引を特定

スポット市場・時間前市場取引と負の

相関があるエリア等の特定

エリア別

エリア別

事業者別

電源ユ

ニット別

エリア別

事業者別

電源ユ

ニット別

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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時間粒度 分析対象データ（粒度）
データ入手難度

【公開：○、非公開：×】

現状の監視業務での分析実施

【実施している：○、

実施していない：×】

分析の重要度・優先度

月毎
三次調整力②、平均約定価格

（エリア別）
○ × 低

日毎
三次調整力②、平均約定価格

（エリア別）
○ ○ 中

ブロック毎
三次調整力②、約定価格

（エリア別）
○ ○ 高

コマ毎
三次調整力②、約定価格

（エリア別）
× × 低

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

29

インプットデータ項目・粒度の決定

データ項目・粒度について分析内容の優先度を基に、集約するデータ項目、粒度を決定し、

分析ツールを作成した

分析インプット

以下項目から分析する内容の優先度を判定し、集約するインプットデータ項目、粒度を決定

する。

• 時間粒度：コマ毎、ブロック毎、日毎、月毎、季節毎

• 分析対象データ：

⁃ 三次調整力②・・・約定価格、入札価格、約定量、入札量、応札量

⁃ 時間前市場・・・・・約定価格、入札量、約定量

⁃ スポット市場‥‥・システムプライス、エリアプライス、入札量、約定量

• 分析対象粒度：エリア別、事業者別、ユニット別、電源種別、発電規模別

• データ入手難度：公開（もしくは公開データを加工）、非公開

• 現状の監視業務での分析の実施有無：実施している、実施していない

時間時間
時間

時間

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（①日々の監視）

分析ツールは、送配電網協議会の公開データ（速報値）から日毎、週毎の最高落札価
格を分析できるものとした

◼ 三次調整力②の速報値データのうち、エリア毎の最高落札価格から平均値、標準偏差を求め、閾値を設定する。

◼ 閾値を超える取引ブロックを抽出する。

最高落札価格

（電源属地別）

インプットデータ

エリア毎の最高落札価格*1の推移

0

10

20

30

40

50

60

70

最
高

落
札

価
格

[円
/k

W
・

3
0
分

]

2022年8月1日～7日×8ブロック

日付 ブロック
最高落札価格

[円/kW・30分]

2022/8/4 2 33.38

2022/8/5 1 39.65

2022/8/5 2 50.46

2022/8/7 5 53.72
平均値+2σ

平均値+3σ

任意（60円/kW）*2

閾値を超えた取引

• 閾値（例）：平均値+2σ

同エリア・ブロックで落札した取引の事業者を

特定し、詳細情報を得る

• エリア（例）：北海道

アウトプットデータ

*1 落札がなかったブロックでは、最高落札価格が0円/kWとなっている

*2 統計的手法以外にも、任意の方法で閾値を設定できるようにする

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（②時系列分析）

中長期的な分析には、他市場との相関や他エリア・事業者・ユニットとの比較により、現状
では検知しにくい不正な入札行動が抽出できるツールを作成した

インプットデータ アウトプットイメージ 分析の内容、重要度

エリア別
• 最高約定価格
• スポット市場のシステムプライス、エリアプライス
• 時間前市場の約定価格

エリア別分析（ブロック毎～年毎） • エリア毎の最高約定価格から、閾値を逸脱す
る取引を抽出

• スポット市場・時間前市場取引との相関

（例：スポット市場での約定価格が高くなる

ブロックで、三次調整力②の約定価格も上昇
傾向となった）

【重要度：高】

時期に応じて設定した閾値をもとに、異常な入札
行動を抽出するため、分析を実施する

事業者別
• 約定価格

事業者別分析（ブロック毎～年毎） • エリア内における他事業者との価格比較

（例：事業者Aの平均約定価格は●円/kW
であり、全事業者平均より高い）

【重要度：高】

時期に応じて設定した閾値をもとに、異常な入札
行動を抽出するため、分析を実施する

0

10

20

30

40

50

60

70

最
高

約
定

価
格

[円
/k

W
・

3
0
分

]

東北

• エリア毎の最高約定価格の推移

例）2022年x月

0

2

4

6

8

10

約
定

価
格

[円
/k

W
]

• 事業者Aの約定価格の推移

例）2022年8月中国エリア

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（②時系列分析）

価格だけではなく、量についても他市場との相関を分析できるようにすることで、売り惜しみ
による価格つり上げ等の不正な入札行動が検知しやすくなると考えられる

インプットデータ アウトプットイメージ 分析の内容、重要度

エリア別
• 約定量
• 応札量
• 募集量
• スポット市場の入札量、約定量
• 時間前市場の入札量、約定量

エリア別分析（ブロック毎～年毎） • 募集量、応札量、約定量の比較

（例：8月は募集量が応札量を上回るブロッ

クが●%あった）

• スポット市場・時間前市場取引との相関

（例：スポット市場での応札量が少ないが、
三次調整力②の応札が増えている）

【重要度：高】

他市場との相関分析により、異常な入札行動が
検知しやすくなると考えるため、分析を実施する

エリア別
• 約定量
• 応札量

エリア別分析（ブロック毎） • 他エリアとの応札量、約定量の比較

（例：2022年x月●日第△ブロックにおいて、

北海道エリアの約定量が他のエリアと比較して
少なかった）

【重要度：高】

市場の全体像を把握するため、分析を実施する

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000
450,000

１ ２ ３ ４ ５ ６

[k
W

]

エリア

応札量

約定量

• エリア毎の合計応札量、約定量

例）2022年x月●日 第△ブロック

北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 ・・・

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

[M
W

]

約定量

応札量

募集量

• エリア毎の合計募集量、応札量、約定量の推移

例）2022年8月、中部エリア

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（②時系列分析）

中長期的な分析には、他エリア・事業者・ユニットとの比較により市場の全体像を把握でき
るツールを作成した

インプットデータ アウトプットイメージ 分析の内容、重要度

エリア別
• 最高約定価格
• 平均約定価格

エリア別分析（ブロック毎） • 他エリアとの約定価格の比較

（例：2022年x月●日第△ブロックにおいて、

東北エリアの約定価格が他のエリアと比較して
高かった）

【重要度：高】

市場の全体像を把握するため、分析を実施する

事業者別、電源ユニット別
• 約定価格

事業者別分析 • エリア内における事業者の約定価格の比較

（例：中国エリアに電源を所有している事業
者のうち、事業者Bが最も約定価格が高かっ

た）

• 事業者の所有するユニットの約定価格の傾向
把握

【重要度：高】

市場の全体像を把握するため、分析を実施する

0.2

64.75

0.49 0.82 2.71 2.71
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エリア

北海道 東北 関東 中部 北陸 関西 ・・・

• エリア毎、特定ブロックの約定価格（最高、平均）

例）2022年x月●日 第△ブロック

0.2

64.75

0.49 0.82 2.71 2.71

0
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約
定

価
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[円
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W
]

事業者A B C D E F

• 事業者毎の約定価格（最高、平均）

例）2022年x月●日 第△ブロック 中国エリア

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（②時系列分析）

量について、事業者別、電源ユニット別の入札の傾向を把握できるようにし、不正と思われ
る入札行動が見られた場合に参照できるようにした

インプットデータ アウトプットイメージ 分析の内容、重要度

事業者別
• 応札量
• 約定量

事業者別分析（日毎～年毎） • ある事業者の応札量、約定量の相関

（例：事業者Aは応札量が全て約定されたブ

ロックが●%、平均約定量は■kWであった）

【重要度：高】

市場の全体像を把握するため分析を実施する

事業者別、電源ユニット別
• 応札量
• 約定量

事業者別、電源ユニット別分析（ブロック毎） • エリア内での事業者の応札量、約定量比較

（例：事業者Dは、応札量に占める約定量

の割合が最も高く、全体の●%を占めた）

【重要度：高】

市場の全体像を把握するため分析を実施する

• あるブロックにおいて、ある事業者が所有するユ

ニット毎に、応札量に対して約定量がどのくら
いか

【重要度：低】

事業者の傾向を把握するために分析を実施する

• 事業者Aの応札量、約定量の推移

例）2022年8月 中国エリア
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• 事業者毎の合計応札量、約定量

例） 2022年●月x日 第△ブロック 中国エリア

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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分析ツールの概要（③傾向把握）

事業者別、電源ユニット別の約定価格、量の度数分布により、事業者の入札行動の傾向
を把握するため、年毎での分析を行うツールとした

インプットデータ アウトプットイメージ 分析の内容、重要度

事業者別、電源ユニット別
• 応札価格
• 約定価格

事業者別分析 • 事業者Aの応札、約定価格の傾向把握、他

事業者との比較

【重要度：低】

監視業務に直接的に影響しないと考えられるた
め、年毎に実施

事業者別、電源ユニット別
• 応札量
• 約定量

事業者別分析 • 事業者Aの応札、約定量の傾向把握、他事

業者との比較

【重要度：低】

監視業務に直接的に影響しないと考えられるた
め、年毎に実施等

0 1 2

～9.9

10～19.9

20～29.9

30～

• 事業者Aの平均応札価格、約定価格（度数分

布）

0 1 2 3 4

～49,999

50,000～99,999

100,000～149,999

150,000～

• 事業者Aの平均応札量、約定量（度数分布）

調整力関連データの
集約ツール作成業務
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5. 調整力関連データの価格分析ツールの作成

36
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監視業務における本ツール活用のイメージ

本業務で作成する分析ツールは、入札価格が価格規律に準じているか確認を行う際に活
用することを想定している

分析

ΔkW、kWh市場約

定価格の時系列分

析

ブロック別のΔkW、

kWh市場約定価格

の時系列分析

アウト

プット

イン
プット

• 応札量、約定量の

時系列分析

• スポット市場、時

間前市場取引との

相関性分析

市場マクロ

分析

ブロック別分析

入札行動分析

情報提供
送配電網協議会、JEPXの公開情報

より市場データを入手

①日々の

監視

②時系列

分析

ブロック毎の価格監視

不当な入札行動を抽出アウトプット
不当な入札行動が懸念される事業者や電源ユ
ニット

調整力関連データの価格分析ツールの作成調整力関連データの集約ツールの作成

分析

需給調整ガイドラインに示された

価格規律に準じているか、また、

価格規律の上限に対してどの程

度の価格となっているか分析

インプット

価格規律分析

情報提供

対象事業者、電源ユニット（前

プロセスで抽出）が情報収集

フォーマットへ入力し、貴委員会

へ提出

調整力関連データ

の価格分析ツール

作成業務
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価格分析のための情報収集フォーマット：ΔkW市場

調整力関連データの分析ツールで抽出した事業者・ユニットについて、需給調整ガイドライン
に基づき、価格規律の確認に必要な情報収集フォーマットを作成した

情
報
収
集
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
（

市
場
、
イ
メ
ー
ジ
）

××株式会社 ΔkW電源、卸電力市場価格（予想）よりも限界費用が高い電源を追加的に起動並列しΔkWを確保する場合

ユニット 電源種

最大

出力

[MW]

約定量

[MW]

ΔkW

価格

[円/ΔkW]

一定額

[円/ΔkW]

機会

費用

[円/ΔkW]

卸電力

市場

価格

（予想）

[円/kWh]

起動費

[円]

最低出力

[MW]

限界

費用

[円/kWh]
固定費

[円/(kW・年)]

他市場で得ら

れる収益

[円/(kW・年)]

想定年間

約定ブロッ

ク数

ユニットA

ユニットB

・・・

××株式会社
ΔkW電源、卸電力市場価格（予想）よりも限界費用が安く、定格出力で卸電力市場に供出する計画だった電源の出力を下げて

ΔkW を確保する場合

ユニット 電源種

最大

出力

[MW]

約定量

[MW]

ΔkW

価格

[円/ΔkW]

一定額

[円/ΔkW]

逸失

利益

[円/ΔkW]

卸電力

市場

価格

（予想）

[円/kWh]

限界

費用

[円/kWh]

卸電力市場に供出できな

かった発電量

[kWh]

固定費

[円/(kW・年)]

他市場で得ら

れる収益

[円/(kW・年)]

想定年間

約定ブロッ

ク数

ユニットA

ユニットB

・・・

ΔkW

• 資本費（減価償却費、固定資産税、水利使用料等）

• 運転維持費（人件費、修繕費、販管費）

• その他諸経費

• スポット市場、時間前市場
からの収益

• 容量市場からの収益

同上 同上

◼ 情報収集フォーマットでは入札毎の価格情報のほか各数値の算出方法の記載欄を設けヒアリングに必要な情報を収集する。

調整力関連データ

の価格分析ツール

作成業務
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価格分析のための情報収集フォーマット：kWh市場

調整力関連データの分析ツールで抽出した事業者・ユニットについて、需給調整ガイドライン
に基づき、価格規律の確認に必要な情報収集フォーマットを作成した

情
報
収
集
フ
ォ
ー
マ
ッ
ト
（

市
場
、
イ
メ
ー
ジ
）

××株式会社 予約電源以外

ユニット 電源種

最大

出力

[MW] kWh

価格

[円/kWh]
限界費用

[円/kWh]

一定額

[円/kWh]

固定費

[円/(kW・年)]

他市場で得ら

れる収益

[円/(kW・年)]

想定年

間約定

ブロック

数

ユニットA

ユニットB

・・・

××株式会社 予約電源

ユニット 電源種

最大

出力

[MW]
kWh

価格

[円/kWh]
限界費用

[円/kWh]

時間前市場

約定結果の

平均値

[円/kWh]

ユニットA

ユニットB

・・・

kWh

• スポット市場、時間前市場での収益

• 容量市場からの収益

• 電源ⅠやΔkW電源としての調整力ΔkW市場からの収益

• 資本費（減価償却費、固定資産税、水利使用料等）

• 運転維持費（人件費、修繕費、販管費）

• その他諸経費

調整力関連データ

の価格分析ツール

作成業務
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価格分析の全体像、分析ツールの役割：ΔkW市場

価格分析ツールには、価格規律を満たさない入札を検出できるアラートを発出するようにし
た

◼ 情報収集フォーマットにて収集した入札毎の価格情報をもとに、実際の入札価格が、需給調整市場ガイドラインに示された

価格規律を満たしているか確認する。

◼ 価格規律を満たさない場合、各数値の算出方法を確認する。

××株式会社 ΔkW電源、卸電力市場価格（予想）よりも限界費用が高い電源を追加的に起動並列しΔkWを確保する場合

ユニット 電源種

最大

出力

[MW]

約定量

[MW]

ΔkW

価格

[円/ΔkW]

一定額

[円/ΔkW]

機会

費用

[円/ΔkW]

卸電力

市場

価格

（予想）

[円/kWh]

起動費

[円]

最低出力

[MW]

限界

費用

[円/kWh]
固定費

[円/(kW・年)]

他市場で得ら

れる収益

[円/(kW・年)]

想定年間

約定ブロッ

ク数

ユニットA

ユニットB

・・・

ΔkW 価格 ≦ 当該電源等の逸失利益（機会費用）＋一定額

①式を満たさない入札を抽出（分析ツールにアラートを設定）

②数値の算出方法の確認（事業者により算出方法が異なる項目は入力フォーマットに記載欄を作成）

調整力関連データ

の価格分析ツール

作成業務



© 2023. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.41

価格分析の全体像、分析ツールの役割：kWh市場

価格分析ツールには、価格規律を満たさない入札を検出できるアラートを発出するようにし
た

××株式会社 予約電源

ユニット 電源種

最大

出力

[MW]
kWh

価格

[円/kWh]
限界費用

[円/kWh]

時間前市場約

定結果の平均

値

[円/kWh]

ユニットA

ユニットB

・・・

kWh 価格 ≦ 限界費用又は市場価格

①式を満たさない入札を抽出（分析ツールにアラートを設定）

②数値の算出方法の確認（事業者により算出方法が異なる項目は入力フォーマットに記載欄を作成）

◼ 情報収集フォーマットにて収集した入札毎の価格情報をもとに、実際の入札価格が、需給調整市場ガイドラインに示された

価格規律を満たしているか確認する。

◼ 価格規律を満たさない場合、各数値の算出方法を確認する。

調整力関連データ

の価格分析ツール

作成業務
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